給 与 勧 告 の 骨 子
	○本年の給与勧告のポイント
月例給は引下げ改定、ボーナスは改定見送り　～　平均年間給与は△1.5万円（△0.23％）
① 東日本大震災のため民間給与実態調査は２か月遅れで、岩手県、宮城県及び福島県を除く44都道府県で実施
・ 月例給については、地域手当の級地区分を単位とした官民比較を行っているため、東北３県の影響は限定的
・ 期末・勤勉手当（ボーナス）は、岩手県、宮城県及び福島県について調査していない中で、国家公務員の特別給の改定を行うべきと判断するに至らず、改定を見送り
② 国家公務員給与が民間給与を上回るマイナス較差（△0.23％）を解消するため、50歳台を中心に40歳台以上を念頭に置いた俸給表の引下げ改定
③ 給与構造改革における経過措置額は、平成24年度は２分の１（上限１万円）を減額し、平成25年４月１日に廃止。（これにより生ずる原資を用い、若年・中堅層を中心に、給与構造改革実施のために抑制されてきた昇給を回復）


Ⅰ　給与勧告の基本的考え方
・　国家公務員給与は、社会一般の情勢に適応するように国会が随時変更することができる。その変更に関し必要な報告・勧告を行うことは、国家公務員法に定められた人事院の責務
・　勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し適正な給与を確保する機能を有するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤
・　国家公務員の給与は、市場原理による決定が困難であることから、勧告に当たっては、経済・雇用情勢等を反映して労使交渉等によって決定される民間の給与に準拠して定めることが最も合理的
Ⅱ　民間給与との較差に基づく給与改定
１　民間給与との比較
	約10,500民間事業所の約43万人の個人別給与を実地調査（完了率90.5％）
（東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県に所在する事業所を除き調査を実施）


〈月例給〉　公務と民間の４月分給与を調査（ベア中止、賃金カット等を実施した企業の状況も反映）し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢の同じ者同士を比較
○　月例給の較差　△899円　△0.23％
　　　　　　　             〔行政職俸給表（一）…現行給与397,723円　平均年齢42.3歳〕
（　俸　給　　△816円　　　　　はね返り分(注)  △83円　）
(注) 地域手当など俸給の月額を算定基礎としている諸手当の額が減少することによる分
〈ボーナス〉 民間の事業所ごとの過去１年間における特別給の支給人員及び支給総額を全国集計し、それを基に支給割合（月数）を算出
○　期末・勤勉手当（現行3.95月）の改定見送り
本年の調査結果によると、東北３県を除いた民間の支給割合は3.99月（3.987月）であるが、過去３年分について東北３県を除いて集計すると0.004月～0.007月分高くなること、東北３県の今夏の特別給の状況は厳しいとみられることから、特別給の改定を行うべきと判断するに至らず、改定を見送り
２　給与改定の内定と考え方
〈月例給〉民間給与との較差（マイナス）を解消するため、俸給表の引下げ改定
(1) 俸給表
① 行政職俸給表(一)　民間の給与水準を上回っている50歳台を中心に、40歳台以上を念頭に置いた引下げ（50歳台が在職する号俸：最大△0.5％、40歳台後半層が在職する号俸：△0.4％、40歳台前半層が在職する号俸で収れん）
② 指定職俸給表　行政職俸給表(一)の管理職層の引下げ率を踏まえた引下げ改定（△0.5％）
③ その他の俸給表　行政職俸給表(一)との均衡を考慮した引下げ(ただし、医療職俸給表(一)等は除外)
※　給与構造改革における経過措置額についても、本年の俸給表の改定率等を踏まえて引下げ
(2) その他の手当
○ 委員、顧問、参与等の手当　指定職俸給表の改定状況等を踏まえ支給限度額を引下げ
（35,100円→34,900円）
[実施時期等]　公布日の属する月の翌月の初日（公布日が月の初日であるときは、その日）
本年４月からこの改定の実施の日の前日までの期間に係る較差相当分を年間給与でみて解消するため、４月の給与に調整率（△0.37％）（注）を乗じて得た額に４月から実施の日の属する月の前月までの月数を乗じて得た額と、６月に支給された特別給の額に調整率を乗じて得た額の合計額に相当する額を、12月期の期末手当の額で減額調整（引下げ改定が行われる俸給月額又は経過措置額を受ける職員を対象）
（注）行政職俸給表(一)適用職員全体に係る民間給与との較差の総額を、減額調整の対象となる同表適用職員で均等に負担する場合の率
Ⅲ　給与制度の改定等
　○　経過措置額の廃止等
・　給与構造改革における経過措置額について、平成24年度は経過措置額として支給されている俸給の２分の１を減額（減額の上限１万円）して支給し、平成25年４月１日に廃止
　  ・　経過措置額の廃止に伴って生ずる制度改正原資を用いて、若年・中堅層を中心に、給与構造改革期間中に抑制されてきた昇給を回復。平成24年4月に、36歳未満の職員を最大２号俸、36歳以上42歳未満の職員を最大１号俸、平成25年４月に、人事院規則で定める年齢に満たない職員を最大１号俸上位に調整
　○　今後の取組
　  ・　50歳台の官民の給与差が生じている背景には官民の昇進管理等の違いがあるものの、定年延長も見据え、来年度以降、高齢層における官民の給与差を縮小する方向で昇格、昇給制度の見直しを検討
　  ・　民間における産業構造・組織形態の変化等への対応として民間給与実態調査の対象産業の拡大等を検討
　  ・　専門スタッフ職俸給表の級の新設については、政府における職の整備の取組を待って対応
　○　その他
　  ・　本年は、東北３県の民間給与実態調査を実施していないため、北海道・東北地域の較差を用いた地域間給与配分の検証を行っていない。来年以降、全国のデータを基に、最終的な検証
Ⅳ　国家公務員の給与減額支給措置に対する本院の考え方
　本年６月に内閣から国会に提出された「国家公務員の給与の臨時特例に関する法律案」について、現行の給与改定の仕組みとの関係、法案提出過程における職員の合意、給与減額支給措置の期間等の観点から本院の考え方を述べ、国会で審議を尽くしていただきたい旨言及






